
１　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

使途目的：社会保障の充実（1,374,294千円） （単位　千円）

国・県支出金 地方債 その他 地方消費税交付金
(社会保障財源分)

その他

子ども医療費助成事業 515,406 69,072 0 798 309,991 135,545

幼稚園・保育所等給付費 5,683,699 4,240,541 0 109,388 927,999 405,771

地域子ども・子育て支援
事業

572,046 376,143 0 0 136,304 59,599

6,771,151 4,685,756 0 110,186 1,374,294 600,915

２　都市計画税

使途目的：都市計画施設の整備（473,489千円） （単位　千円）

国・県支出金 地方債 その他 都市計画税 その他

県営道路整備事業負担金 16,168 14,500 1,668 0

道路維持修繕事業 39,080 39,080 0

道路維持修繕事業 10,737 10,737 0

鹿屋地域街路等整備事業 3,434 3,434 0

寿大通線（県営事業） 4,680 4,680 0

公共下水道事業特別会計 388,870 388,870 0

462,969 0 14,500 0 448,469 0

３　入湯税

使途目的：観光振興（113千円） （単位　千円）

国・県支出金 地方債 その他 入湯税 その他

観
光

振
興

観光ＰＲ誘客推進事業 15,180 454 0 132 113 14,481

15,180 454 0 132 113 14,481

令和５年度決算
地方消費税交付金（社会保障財源化分）及び目的税の使途について

【根拠法令】地方税法（地方消費税の使途）
第72条の116　道府県は、前条第２項に規定する合計額から同項の規定により当該道府県内の市町村に交付した額を控除した額に相当する額を、消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保
障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策をいう。次項において同じ。）に要する経費に充てるものとする。
２　市町村は、前条第２項の規定により道府県から交付を受けた額に相当する額を、消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策に要する経費に充てるものとする。

【根拠法令】地方税法（都市計画税の課税客体等）
第702条　市町村は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業又は土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てるため、当該市町村の区域で都市計画法第五条の規定により
都市計画区域として指定されたもののうち同法第七条第一項に規定する市街化区域内に所在する土地及び家屋に対し、その価格を課税標準として、当該土地又は家屋の所有者に都市計画税を課す
ることができる。（略）

【根拠法令】地方税法（入湯税）
第701条　鉱泉浴場所在の市町村は、環境衛生施設、鉱泉減の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てるた
め、鉱泉浴場における入湯に対し、入湯客に入湯税を課するものとする。
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　平成26年４月及び令和元年10月に消費税率が引き上げられ、その趣旨は「社会保障４経費（年金、医療及び介護の社会保障給
付並びに少子化に対処するための施策）」の財源確保のためであることから、県及び市町村においては、引上げ分の税収は、社
会保障施策に要する経費に充てるものとする旨が地方税法に明記されている。
　本市では、地方消費税交付金の増額分を子ども医療費助成事業や幼稚園・保育所等給付費などの財源として充当している。

　都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業、又は土地区画整理法に基づいて行う土地区画整理事業の費用に充て
るため、都市計画区域内の土地や家屋の所有者に対して課税される目的税である。
　本市では、過去に実施した公共下水道整備事業や街路整備事業等に係る市債の償還金のほか、現在実施している都市計画事業
の財源として充当している。
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　入湯税は、鉱源泉の保護のための施設整備や観光振興の費用に充てるため、温泉（鉱泉浴場）の入湯客に課税される目的税で
ある。
　本市では、観光振興に関する事業の財源として充当している。
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